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独立行政法人改革等に関する分科会 

第１ワーキンググループ（第２回）議事概要 

 

１．日 時：平成 25 年 10 月９日（水）10:00～12:35 

２．場 所：中央合同庁舎４号館 12 階 1202 会議室 

３．出席者：（委員）樫谷座長、岡本座長代理、有信委員、梅里委員、畠中委員 

      （事務局）行政改革推進本部事務局 

      （農林水産省）大野農林水産技術会議事務局研究総務官ほか 

      （経済産業省）安永大臣官房審議官ほか 

 

４．議 題： 

  （１）ヒアリング（農林水産省・経済産業省関係法人） 

  （２）総括・意見交換 

 

５．議事概要： 

○ 農林水産省所管の農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技

術研究所、国際農林水産業研究センター、森林総合研究所、水産総合研究センター、経済

産業省所管の産業技術総合研究所、新エネルギー・産業技術総合開発機構からヒアリング

を行った。 

 

〇 ヒアリングでの主な論点は以下のとおり。 

 

【農林水産省】 

（組織見直しに関する事項） 

 〈水産総合研究センター、水産大学校〉 

 ・ 業務の関連性、統合の是非、統合の場合の留意点 

 

〈農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所、国際

農林水産業研究センター、家畜改良センター、種苗管理センター〉 

 ・ 業務の関連性、考えられる統合の組み合わせ及びその是非 

 

〈農業・食品産業技術総合研究機構〉 

 ・ ファンディング業務の評価及び今後の在り方 

 

（現行制度や運用に関する意見） 

  ・ 総合科学技術会議で評価される場合、農林水産分野の特性を踏まえた評価がどの
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ように確保できるか 

  ・ 総人件費の抑制緩和 

  ・ 研究開発について特別発注の機器も多いことを踏まえた、調達ルールの弾力化 

 

 

【経済産業省】 

 ○組織関係 

 〈産業技術総合研究所〉 

 ・ 経済産業研究所及び情報処理研究機構との統合に関する考え 

 

 〈新エネルギー・産業技術総合開発機構〉 

 ・ 研究開発型への分類の是非 

 ・ ファンディング機能を行う他法人との関係 

 

 〈現行制度や運用に関する意見〉 

・ 運営費交付金の一律削減の見直し 

・ 自己収入増加によって運営費交付金が減額する仕組みの見直し 

・ 人件費総額の一律削減や給与水準の国家公務員準拠の見直し 

・ 調達の手続きの弾力化 

・ 中期目標期間をまたぐ予算の繰越しの見直し 

・ 業績評価体制の在り方の整理 

 

 

【まとめ】 

○ 出席委員により意見交換を行い、引き続き各法人のヒアリングを行いつつ検討を進める

こととした。 

 

 

 

（文責：内閣官房行政改革推進本部事務局（速報版のため事後修正の可能性あり）） 

 

 

 


